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中央執行委員長　篠塚多助

年金制度にかかわる当面の改善についての要請

厚生労働行政への尽力に敬意を表します。

さて、国際投機資金の無政府的な投機が原油・食料などの異常な高騰をもたらし、農業・漁業・運輸をはじめ産業界に計り知れない混乱と打撃を与えています。ガソリン、食料品など、消費者物価も異常な高騰が始まり国民生活は危機的状態におかれています。

これに追い討ちをかけるのが04年「年金改革」でつくられたマクロ経済スライドの仕組みであり、その上物価スライドが名目賃金の変動と関連付けていっそう抑制されるようにされたことです。今日のように賃金抑制が徹底している状況のもとでは、異常な物価高にかかわらず、年金がスライドされないことになります。「マクロ経済スライド」の廃止が必要です。

相次ぐ課税強化と国保・介護保険料の引き上げや、後期高齢者医療保険料など、高齢者の生活は、深刻さを極めています。その上どこまで上がるとも知れないこの物価高の中、年金だけが上げられないのでは、年金生活者は生きて行けません。

この異常事態に当たり、高齢者・国民の生存権を守るため、諸制度を一時停止して物価に見合った年金を支給する緊急措置が必要です。

また、受給資格期間25年が長すぎる問題、無年金・低年金の問題などわたしたちが長年求めてきた諸問題が、ようやく社会保障審議会年金部会等で論議されるようになりました。遅きに失したとはいえ当然のことです。

よって、これらの点に絞って下記について緊急に要請するものです。

記

1. 特例的に引き下げが保留されている1.7％を棚上げし、当面、「マクロ経済スライド」を一時停止して物価に見あう年金を緊急の措置として保障すること。

2. 基礎年金国庫負担を法令に従って2009年4月から完全に実施すること。

3. 老齢基礎年金の受給資格期間25年を少なくとも10年に短縮すること。

4. 国民年金納付時効2年にかかわらず追納を可能にすること。

5. 年金支給を毎月支払いとすること。

以上

